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Abstract

In order to achieve early carbon neutrality in the information and communication industry, it is necessary to 
reconsider current policies as they seem insufficient. With the advancement of digitization in the information and 
communication industry, energy demand has increased significantly, leading to a substantial rise in the power 
consumption of data centers. On the other hand, achieving carbon neutrality by 2050 has a significant impact on 
carbon neutrality in the information and communication industry, which is why the target year for achieving carbon 
neutrality in this industry has been set at 2040.
As part of the Japanese government's growth strategy for the information and communication industry, two 

approaches, namely 'Green by Digital' and 'Green of Digital,' have been put forward. However, for companies that 
have already made some progress in digital transformation（DX）, relying solely on the government's 'Green of 
Digital' approach may not accelerate the process. Therefore, a third approach, 'Green in Digital,' has been proposed. 
As one of the means to achieve this, reducing CO2 emissions through the use of highly energy-efficient, eco-friendly 
data centers has been suggested.
The utilization of energy-efficient data centers can potentially achieve up to a 93% reduction in CO2 emissions. 
However, achieving early carbon neutrality in the information and communication industry requires a combination of 
other measures in addition to this. After analyzing multiple scenarios, it was found that only the IHOH scenario 
slightly exceeded the emission reduction target. Nevertheless, there are challenges in the utilization of energy-
efficient data centers, and it is essential to have a proper understanding, workforce development, and the expansion 
of IT support services.
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1. はじめに

1.1. 研究背景と目的
2020 年 10 月に日本政府が発表した『2050 年カーボン
ニュートラル宣言』では、2050 年までに脱炭素社会を
実現し、温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを
目標としている。デジタルトランスフォーメーション
（DX、文脈によっては “デジタル化 ”ともいう）による
省エネ効果は、あらゆる産業分野に大きく寄与するた
め、DXを担う半導体・情報通信産業のカーボンニュー
トラル実現目標を 2040 年に設定している。DXは、組
織がデジタルテクノロジーを活用してビジネスプロセ
スやサービスを変革し、競争力を向上させる仕組みであ
り、DXを支える基盤として、コンピューティングリソー
スを集約するデータセンターが重要な役割を果たして
いる。近年では、インターネットを通じて提供されるク
ラウドコンピューティングサービス（以降 “ クラウド
サービス ”、文脈によっては “ クラウド ” と略すことが
ある）の利用が増える傾向にあり、コスト効率面やエネ
ルギー効率面などにおいて度々従来のデータセンター
と比較されている。事実上、日本のデータセンター業界
では、ハイパースケールクラウドサービスは外資企業に
よって寡占され、エネルギー効率面だけではなく、再生
可能エネルギーの調達進捗度においても、日本企業の
データセンターが大きく遅れを取っている（尾辻ら
（2020）, 経済産業省（2021））。
本研究の主な目的としては、情報通信産業における
カーボンニュートラルの早期実現に向けて、日本の情報
通信産業の現状を再認識し、データセンターにおける課
題を洗い出し、脱炭素化の可能性を見出すことである。
DX推進による CO2 排出量削減の効果が明らかになれ
ば、企業活動としての脱炭素化に伴う取り組みも活発に
なり、社会全体がサステイナビリティに対する関心も高
まり、情報通信産業におけるカーボンニュートラルの早
期実現に寄与できる。

1.2. 先行研究
巨大 IT企業が多い米国には世界の約 4割のデータセ
ンターが集中し、次いで、中国、日本は三番目である（廣
瀬圭一（2022））。平均消費電力が 200Wの汎用サーバー
1台の運用と燃費が 20 km/ℓの自家用車 1台の年走行
のCO2 排出量がほぼ同じと言える。企業や団体が所有・

運営する個別システム（オンプレミス）からクラウドへ
の移行など、処理能力やサービスの質を落とさず ICT
機器台数を削減することも近年の動向である。デロイト
ト ー マ ツ や 451 Research の 調 査 結 果（Deloitte 
Tohmatsu（2021）, 451 Research（2021））によると、ク
ラウドサービスの活用により、エネルギー効率が向上さ
れ、凡そ 80%前後の CO2 排出量削減が見込められると
されている（前提や CO2 排出量削減の内訳については
後述する）。これは経済産業省等が『2050 年カーボン
ニュートラルに伴うグリーン成長戦略』（経済産業省
（2021））で公表している数字と概ね一致している（従来
のデータセンターとクラウドサービスとのエネルギー
効率の比較については後述する）。政策面においては、
「グリーン by デジタル（デジタル化によるエネルギー
需要の効率化・省 CO2 化を方針とした戦略）」として、
国内データセンターでのサービス市場を拡大させるこ
とで企業活動のDX化を推進し、「グリーン of デジタル
（デジタル機器・産業の省エネ・グリーン化を方針とし
たとした戦略）」として、データセンター自体の省エネ
化を図るなどで情報通信産業を含めた産業全体のカー
ボンニュートラルを目指している。企業活動面において
は、総務省が公表しているクラウドサービスの利用状況
に関する調査結果によれば、70.4% の企業がクラウド
サービスを既に利用している一方で、システム開発で利
用しているのはわずか 1割程度に留まっている（総務省
（2022））。また、クラウドサービスを利用している理由
に関する調査では、サステイナビリティに関する設問が
なく、政府による啓蒙活動が十分と言えず、多くの企業
がクラウドサービスの活用によるサステイナビリティ
への貢献に気づいていないため、DX推進の後押しに繋
がっていない。
これまで本研究では、情報通信産業における国内外の
最新動向、クラウドサービスの利用に伴う先行研究及び
関連政策をリサーチし、情報通信産業でのエネルギー使
用の定量評価（尾辻ら（2020）, 国立研究開発法人科学
技術振興機構（2021））について学習した。しかしながら、
読み手を情報通信産業の関係者とした場合に、結論は納
得できるが、システムやソフトウェアの改善による省エ
ネ化など論じられていない評価軸もあった。また、DX
推進とクラウド移行の問題点、課題に関してまとめられ
た調査結果があるものの、課題を解消する解決策につい
て具体的な提案されていなかった（廣瀬圭一（2022）, 
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尾辻ら（2020）, 小林ら（2021））。

1.3. 研究の社会的意義
情報通信産業はデジタル化の進展に伴い急速に成長
し、必要とするコンピューティングリソースが指数関数
的に増え、それに伴ってエネルギー消費や CO2 排出量
も増加している。情報通信産業におけるカーボンニュー
トラルを早期に実現することで、CO2 排出量の削減効果
がDXを推進する他産業へ波及し、延いては産業全体
の環境への負荷を削減し、持続可能な社会の実現に貢献
し、社会的意義を果たす。
どのようにカーボンニュートラルを早期実現させる
か、政策と情報通信産業でのオペレーションの両方で考
える必要がある。本研究では、情報通信産業の最新動向
をウォッチングしつつ、データセンターの問題点、課題
を深掘り、日本のデータセンターから見た脱炭素化の可
能性について分析したうえ、政策提案を試みる。

2. 情報通信産業におけるカーボンニュートラル
の早期実現の必要性

本節では、情報通信産業におけるエネルギー需要の増
加の背景、今後の見通し、及び情報通信産業における
カーボンニュートラルの早期実現が他の産業に与える
影響について論じる。

2.1. 情報通信産業におけるエネルギー需要の増加
周知の通り、1990 年代より、インターネットの商業
利用やデジタルコンテンツの増加に伴い、情報通信産業
におけるエネルギー需要が増えてきている（図 1, 表 1）。
2000 年代に入り、ネットワークインフラの高速化・大
容量化が進展し、スマートフォンが急速に普及した。
2010 年代中盤より、インターネット動画配信サービス
や IoT の普及や、機械学習、生成系AI の台頭により、
情報通信産業ではエネルギー需要がますます増加する
一方である。図1の通り、日本のインターネットトラヒッ
ク（IP トラフィック）は、新型コロナウイルス感染症

図 1　「日本のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2021 年 11 月分）」
（出典）総務省（2022）『令和 4年版情報通信白書』.
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の感染拡大直前の 2019 年 11 月から 2021 年 11 月までの
2年の間だけでも約 2倍に増加し、この傾向は今後も拡
大すると考えられる。これに伴い、IT機器（コンピュー

タ、ネットワーク関連機器、端末）等の数量とそれらの
消費電力も加速度的に増大すると推定される。国立研究
開発法人科学技術振興機構の試算によると、IP トラ
フィックの増加に比例しない「TV・モニタ」と「複合
プリンタ」を除いた IT 機器の年間電力消費量が 2016
年で 41TWhであり、まったく省エネルギー対策がなさ
れないと仮定すると、2030 年には 1,480TWh、2050 年
には 176,200TWh に増加する。2021 年時点の日本の年
間電力消費量が 1,000TWhであることを鑑みると、情報
通信産業におけるエネルギー需要の増加に対する技術
的対策が急務となる（表 1, 表 2）。
本研究のフォーカスエリアである「データセンター」
に着目すると、2018 年の消費電力をベースラインとし、
2030 年までと同等の改善率で進捗するとした（10 年間
では CPUで 1/2、GPUで 1/5、メモリ、ネットワーク
スイッチで 1/2、ストレージで 1/10 ～ 1/30 など）場合、
2030 年に 24TWh、2050 年には 500TWh の消費電力に
なると推定される（表 3, 図 2, Modest ケース）。

2.2. 情報通信産業でのカーボンニュートラルの早期実
現が他の産業に与える影響
経済産業省等が発表した『2050 年カーボンニュート
ラルに伴うグリーン成長戦略』では、半導体・情報通信
産業については、デジタル化によるエネルギー需要の効
率化・省 CO2 化の 促進（グリーン by デジタル）と、

表 2　「IT 関連の消費電力予測（TWh/ 年）」

（出典）国立研究開発法人科学技術振興機構（2019）『情報化社会の進展
がエネルギー消費に与える影響（Vol.1）』.

表 1　「IT 関連機器の消費電力推定（TWh/ 年）」

（出典）国立研究開発法人科学技術振興機構（2019）『情報化社会の進展
がエネルギー消費に与える影響（Vol.1）』.

（出典）国立研究開発法人科学技術振興機構（2021）『情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響（Vol.3）』.

表 3　「国内データセンター消費電力推定（TWh/ 年）」
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デジタル機器・情報通信産業自身の省エネ・グリーン化
（グリーン of デジタル）の 2つのアプローチを車の両輪
として進めていく、と打ち出している。
「グリーン by デジタル」、DXは、IT企業、製造業だ
けでなく、サービス業、農業なども含め、全ての産業の
根幹であり、人・物・金の流れの最適化が進むことなど
を通じ、エネルギーの効率的な利用・省 CO2 化にもつ
ながる。日本経済研究センターの試算（小林ら（2021））
では、DXが進行しないシナリオでは、2030 年の産業
全体の CO2 排出量が 2013 年比で 20% 減に止まり、政
府目標の 46%削減（さらに 50%削減へ挑戦）に届かな
いが、DX推進が加速したシナリオでは達成する見込み
があるとしている。また、DX推進による他産業のCO2
排出量が大きく削減されると推定している（図 3）。
「グリーン by デジタル」を通して、産業全体のカー
ボンニュートラルに寄与する一方で、情報処理量・通信
量の大幅な増加に伴い、情報通信産業でのエネルギー需

要が飛躍的に増加していく見込みである。その課題を解
消するには、「グリーン of デジタル」戦略では、データ
センターや通信ネットワークでのさらなる省エネ化や
再エネ利活用等の省 CO2 化を促進することが重要であ

図 3　「DXシナリオとGDP成長率、CO2排出の増減率／生産の成長率との関連性」
（出典）小林ら（2021）『カーボンニュートラルの経済学 2050 年への戦略と予測』, 日本経済新聞出版 .

図 2　「国内データセンター消費電力推定（TWh/ 年）」
（出典）国立研究開発法人科学技術振興機構（2021）『情報化社会の進展
がエネルギー消費に与える影響（Vol.3）』.
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る。情報通信産業でのカーボンニュートラルの早期実現
が、産業全体のカーボンニュートラルに大きく影響する
ものである。そのため、情報通信産業のカーボンニュー
トラルの実現目標年度を産業全体の 2050 年より 10年早
く、2040 年に設定し、早期に実現させる必要がある。

3. データセンターの省エネ指標

国際標準化されているデータセンターの省エネ指標
が 4つあり、本研究では、エネルギー関連政策との関わ
りが深い 2つの指標について説明する。

3.1. PUE（Power Usage Effectiveness）
データセンターのエネルギー効率のベンチマーク指標

として、国際標準の PUE（Power Usage Effectiveness, 
ISO/IEC 30134-2, 日米共同発案）が国内外問わず広く
使われている。データセンター内では、直接コンピュー
ティングリソースを提供する IT機器で使用される電力
以外で、冷却装置や照明、電源変換などファシリティ面
でも多く電力が使われている。PUEは、データセンター
全体の消費エネルギーと IT機器の消費エネルギーの比
で表され、値が ”1.0” に近ければ近いほどエネルギー効
率が良いということになる。

PUE=
データセンター全体の消費エネルギー

IT機器の消費エネルギー
日本データセンター協会（JDCC: Japan Data Center 
Council）の調査結果によると、2021 年時点において、
国内データセンター（クラウドサービス事業者含まず）
の PUEが 1.2 ～ 2.6 であり、平均値が 1.7 である。10 年
前は 1.8 程度だったが、直近建設のデータセンターでは
1.5 以下という結果も出ている。一方、クラウドサービ
ス事業者のデータセンターでは、1.1 ～ 1.4 程度であり、
平均では 1.2 と言われている。これはデータセンターの
稼働率、冷却設備や電源変換設備の効率に影響され、稼
働率が高く、最先端設備を導入しているクラウドサービ
スのデータセンターでは PUEが良くなっている。

3.2. REF（Renewable Energy Factor）
データセンターの省エネ指標のもう一つとして、再生
可能エネルギー利用率（REF: Renewable Energy 
Factor, ISO/IEC 30134-3, 日本発案）が国際標準化され
ている。これはデータセンターの消費する再生可能エネ

ルギーとデータセンター全体の消費エネルギーの比で
表されている。

REF=
データセンターの消費する再生可能エネルギー
データセンター全体の消費エネルギー

ISEP（環境エネルギー政策研究所）の調査結果によ
ると、日本国内の全発電電力量（自家消費含む）におけ
る再生可能エネルギーの占める割合は 2022 年時点で
22.7% となっている。国内データセンターでの再エネ活
用は極少数であり、REFに関する統計情報は入手でき
なかったが、2030 年までに再生可能エネルギーを 100%
調達する目標を設けている国内の大手データセンター
事業者も存在する。また、殆どのハイパースケールクラ
ウドサービス事業者では、100% 調達する目標を既に達
成しているか、2030 年までに達成すると公約している。

3.3. その他省エネ指標
その他国際標準化されたデータセンターの省エネ指
標としては、データセンターの IT機器が如何に少ない
消費電力で高性能かを示す ITEEsv（IT Equipment 
Energy Efficiency for servers, ISO/IEC 30134-4, 日本発
案）と、データセンターの IT機器の性能をどこまで有
効活用しているかを示す ITEUsv（IT Equipment 
Utilization for servers, ISO/IEC 30134-5, 日本発案）が
あるが、浸透度合いの観点から本節では詳しい説明を割
愛する。

4. 日本の情報通信産業における成長戦略

前出の通り、情報通信産業のカーボンニュートラルの
早期実現が産業全体のカーボンニュートラルの実現に
とって必要不可欠であり、日本の情報通信産業における
成長戦略として、「グリーン by デジタル」と「グリー
ン of デジタル」の 2つのアプローチを進めている。「グ
リーン by デジタル」は、産業全体のカーボンニュート
ラルに寄与するものの、情報通信産業でのエネルギー使
用量を増加させることになるため、「グリーン of デジタ
ル」の施策によって、情報通信産業でのエネルギー使用
量の増加率以上に電力使用効率を改善し、カーボン
ニュートラルを図ろうとしている。しかし、既に DX
を推進しているもしくはデジタルネイティブな企業に
とって、政府と IT インフラ企業による「グリーン of 
デジタル」の推進を待つだけでは、情報通信産業のカー
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ボンニュートラルの実現が加速しないと考える。多くの
場合、各企業が自らコントロール可能な範囲で、「グリー
ン by デジタル」で作ったデジタルシステムを最適化さ
せ、進化させることが可能である。例えば、需要に合わ
せてコンピューティングリソースを動的にスケールイ
ン・スケールアウトさせることや、ネットワーク要件に
基づいてリソースの地理的配置を最適化させ、ネット
ワーク間でのデータ移動に使うエネルギーを最小限に
抑えることなど、クラウドサービスのメリットを活かせ
た取り組みが考えられる。多くの場合において、高度で
モダンな IT技術を必要とするだけではなく、企業文化
の改革やビジネス要件の見直しも視野に入れた成長戦
略が必要である。これを「グリーン in デジタル」と定
義し、本節では、3つ目のアプローチとして、既存の 2
つのアプローチと合わせて論じる。

4.1. グリーン by デジタル
「グリーン by デジタル」は、デジタル化によるエネ
ルギー需要の効率化・省 CO2 化を方針とした戦略であ
る。今後のさらなるDX推進により、国内データセンター
市場を 1.5 兆円（2019 年）から 3.3 兆円（2030 年）に拡
大することを想定している（経済産業省（2021））。具体
的な取組みの例としては、デジタル技術活用による地域
の省 CO2 化推進のための実証などを支援することで、
技術の確立、競争力強化を進めるとともに、各産業・企
業・地域におけるDX を更に加速するための方策の検
討を進める。デジタル化が更に進み、新たなデジタル
サービスを提供するためにも、全国で数カ所程度、日本
最大級のデータセンター拠点整備をするため、立地計画
策定などの政策パッケージを検討し、早期に実行させ
る。情報通信インフラについては、ポスト 5G、高度化
された 5Gや、光エレクトロニクスの高度化に向けた研
究開発・標準化を支援する。

4.2. グリーン of デジタル
「グリーン of デジタル」は、デジタル機器・産業の省
エネ・グリーン化を方針としたとした戦略である。デー
タセンターは、大量のメモリ・半導体を使い、膨大な電
力を消費する一方で、再エネを活用しているデータセン
ターが極少数である。「グリーン by デジタル」によっ
てデータセンターでのエネルギー需要が急増し、あらゆ
る機器に使用されている半導体の省エネ化が課題と

なっている。具体的な取組みの例としては、次世代パ
ワー半導体等の研究開発、実証、設備投資を支援し、
2030 年までに実用化・普及拡大、1.7 兆円の市場を獲得
することを目指している（経済産業省（2021））。2030
年までに全ての新設データセンターを 30％省エネ化、
データセンター使用電力の一部再エネ化を目指し、2040
年に、半導体・情報通信産業のカーボンニュートラルを
目指すこととなっている。また、資源エネルギー庁が
2022 年に発行した「データセンター業のベンチマーク
制度」では、2030 年までに PUEを 1.4 以下に改善する
ことが推奨されている（資源エネルギー庁（2022））。

4.3. グリーン in デジタル
既存の 2つのアプローチの他に、政策や公的資金を頼
らず、ITリソースを必要とする企業が自社にメリット
を出しつつ、カーボンニュートラルに貢献するアプロー
チがある。筆者が定義する「グリーン in デジタル」では、
一旦デジタル化したシステムを、さらなる CO2 排出量
の削減を目指して最適化させ、本当のグリーントランス
フォーメーションを遂げる方法を提案する。例えば、第
一段階としてクラウドサービスを提供する省エネデー
タセンターへシステムを移行し、第二段階で移行したシ
ステムを電力使用効率観点で最適化し、第三段階ではク
ラウドサービスのメリットをフル活用して更に電力使
用効率を上げる、といった方法でそれぞれの段階におい
てシステム全体のCO2 排出量を減らしていく。

5. 省エネデータセンターの活用における
メリットと課題

ハイパースケールクラウドサービスと同等程度の
PUE/REFを達成している国内データセンター事業者も
あるが、本節では、業界全体のスケールメリットを考慮
し、省エネデータセンターを代表として、クラウドサー
ビスの活用におけるメリットと課題について論じる。

5.1. クラウドサービスの活用によるCO2排出量の削減
効果
451 Research が行った、クラウドのエネルギー効率
性や二酸化炭素の削減効果に関する調査結果によると、
アジア太平洋地域において企業の ITシステムを自社所
有のデータセンターからクラウドに移行すると、エネル
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ギー消費量とそれに付随する CO2 排出量を 78%も削減
できる可能性があるとしている（451 Research（2021））。
内訳は図 4の通り、クラウドサーバーのエネルギー効率
と利用度の高さによる 67% 削減に、効率的に電力と冷
却システムの使用による 11% 削減を合わせると、合計
で 78% の削減となる。また、主要なハイパースケール
クラウド事業者が公約している通り、100% 再生可能エ

ネルギーを調達できた場合、CO2 排出量をさらに 15%
削減でき、最大で 93%削減できると推測する。
また、最大 93%の CO2 排出量削減が可能だという結
論は、あくまで現行システムをそのままクラウドに移行
する前提である。システムアーキテクチャーをクラウド
サービスに合わせて最適化すると、それ以上の追加削減
の可能性が出てくる。具体的な手法については本研究の
スコープ外であるため、別の研究テーマで論述する。
2013 年の国内データセンターにおける年間消費電力
12.3TWh（IDC Japan, 2014 年調査）をベースラインとし、
前出の国立研究開発法人科学技術振興機構のModest
ケースでは、2030 年の推定年間消費電力を 24TWh と
すると、95.1% の増加である。データセンターのCO2 排
出量削減率が情報通信産業全体の削減率に比例すると
仮定し、約 17.4TWhを削減する必要がある計算となる。
2030 年の推定年間消費電力の 72.5% に相当し、実現可
能性については次節で論じる。省エネデータセンターへ
の移行を一つの有効な CO2 排出量の削減手段と考え、
他の施策と合わせて実施する必要がある。

5.2. クラウドサービスの活用における課題
一方で、クラウドサービスの活用における課題もあ
る。総務省が発表した「令和 4年版情報通信白書」（図 5）
によると、7割の企業は既にクラウドサービスを使って
いる一方で、システム開発はまだ 1割程度となっている
ため、多くの企業が本格的にクラウドサービスを使い始
めていないと思われる（総務省（2022））。

図 5　「クラウドサービスの利用内訳」
（出典）総務省（2022）『令和 4年版情報通信白書』.

図 4　「クラウドへの移行によるエネルギー削減の可能性」
（出典）451 Research（2021）The Carbon Reduction Opportunity of Moving to the Cloud for APAC.
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同じく総務省が発表した「令和 3年通信利用動向調査
報告書（企業編）」（図 6）では、クラウドサービスを利
用しない理由として、「必要がない」回答が最も多く、
クラウドサービスを利用している理由の設問には「省エ
ネ」や「カーボンニュートラル」の観点が存在しない（図
6）。2 番目に多い利用しない理由として、「情報漏えい
などセキュリティに不安がある」となっているが、セ
キュリティインシデントのトレンドとしては、クラウド
サービスだけに多く発生している訳ではなく、オンプレ
ミスも同等程度に起きている。それらの分析により、啓
蒙活動が足りず、クラウドサービスに関して正しく理解
されていないことが利用の進まない一因だと思われる
（総務省（2022））。

5.3. 省エネデータセンターの活用を加速させるための
方法
産官民連携の啓蒙活動の推進に加え、DXとクラウド
サービスも理解する IT 人材の育成、海外からの IT 人
材の受け入れも視野に入れる必要がある。また、クラウ
ドサービスの活用するハードルを下げるために、クラウ
ウドサービスを優遇するような IT導入支援事業を拡大
すべきである。データセンター業界全体を牽引させるた

めに、勿論クラウドサービス以外の省エネデータセン
ターについても同等の政策を施行して頂きたい。公的支
援以外で民間企業が取れる施策もある。例えば民間企業
同士でユーザーコミュニティを結成し、先行企業がイン
フルエンサーとなり、「グリーン in デジタル」の成功事
例を共有することで、良い刺激を後進企業に与え、情報
通信業界全体の省エネデータセンターの活用を加速さ
せることができる。

6. 日本のデータセンターにおける脱炭素化の
可能性

前節で述べた通り、省エネデータセンターの活用だけ
では、情報通信産業におけるカーボンニュートラルの早
期実現が難しい。一方で、「グリーン of デジタル」戦略
では、具体的な目標値が出ていない施策も存在する。本
節では、情報通信産業のカーボンニュートラルに寄与す
る「グリーン in デジタル」と「グリーン of デジタル」
を組み合わせて、複数のシナリオで実現性を検証してい
く。

図 6　「クラウドサービスを利用している理由（左）」「クラウドサービスを利用しない理由（右）」
（出典）総務省（2022）『令和 3年通信利用動向調査報告書（企業編）』.
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6.1. シナリオの定義
本研究では、「グリーン in デジタル」がもたらすCO2

排出量の削減率について、ハイパースケールクラウド
サービス相当の省エネデータセンターへの移行率と、省
エネデータセンターでの削減率（93%, 前提設定は後述
する）を掛け合わせた値とし、移行率を三段階（40%, 
30%, 20%, 前提設定は後述する）に設定する。「グリー
ン of デジタル」がもたらすCO2 排出量の削減率につい
て、省エネデンターセンターへ移行されなかった分に対
して、従来データセンターでの省エネ化による削減率を
掛け合わせた値とし、省エネ化の度合いを三段階
（50%+10%, 40%+10%, 30%+10%, 前提設定は後述する）
に設定する。シナリオごとの設定値については表 4に示
す。

6.2. シナリオの前提設定
「グリーン in デジタル」の施策では、まだ省エネデー
タセンターの利用率が低いことを鑑みて、業務システム
のリプレイスサイクルが 5～ 7 年であるため、2030 年
には、三段階で 40%、30%、20%のクラウド移行率とす
る。省エネデータセンターへのシステム移行によるCO2
排出量の削減率を予測するのは極めて難しく、システム
観点では移行対象、移行方式やシステムアーキテク
チャーによっても大きく変わる。概算としては、前出の
データセンターの省エネ指標を用いて計算することが
可能であるため、統計数字が出揃ってからの精緻計算は
今後の課題とする。本節では、データセンターファシリ

ティレベルで一律とし、ハイパースケールクラウドサー
ビス相当の最先端設備を導入されていると想定し、451 
Research が行った調査結果の 93%削減という数字を採
用して概算を行う（451 Research（2021））。
「グリーン of デジタル」の施策では、シナリオに影響
するパラメーターが主に 3つある。1つ目は省エネ 50%
以上の次世代パワー半導体の普及率である。2025 年に
サーバー内電圧変換器、2030 年にデータセンター向け
電源への需要拡大が予想されている。富士経済（2022）
『パワー半導体の世界市場を調査』によると、2030 年に
は 19.5%のシリコン半導体を置き換えると予測されてい
る。一方でデータセンター消費電力のうち、25 ～ 30%
を電源と冷却装置が消費し、5%～ 15%サーバー内電源
ユニットが消費している。2つ目と3つ目のパラメーター
は、データセンター自身の省エネ化と再エネの調達率で
あるが、「2030 年までにすべての新設データセンターの
30% 以上の省エネ化、国内データセンターの使用電力
の一部の脱炭素化を目指す」との指針しか出ていない
（経済産業省（2021））。その他の技術革新も考慮し、デー
タセンター全体で、ハイパースケールクラウドサービス
相当の省エネデータセンターへ移行されなかった分に
対して、省エネ化と再エネ調達の効果を合わせて、三段
階で 50%、40%、30%の削減率とする。また、エッジコ
ンピューティング技術拡大やネットワーク機器の省エ
ネ化など、外部ファクターによるデータセンター省エネ
化も考えられるため、固定で 10%の削減率を追加する。
なお、前節と同じく、2030 年の推定年間消費電力を

表 4　シナリオごとの設置値

シナリオ名 「グリーン in デジタル」での削減率
（移行率 × 省エネDCでの削減率）

「グリーン of デジタル」での削減率
（（1 - 移行率）× 従来DCでの削減率）

IHOH 40% × 93% = 37.2% （1 - 40%）×（50% + 10%）= 36.0%

IMOH 30% × 93% = 27.9% （1 - 30%）×（50% + 10%）= 42.0%

ILOH 20% × 93% = 18.6% （1 - 20%）×（50% + 10%）= 48.0%

IHOM 40% × 93% = 37.2% （1 - 40%）×（40% + 10%）= 30.0%

IMOM 30% × 93% = 27.9% （1 - 30%）×（40% + 10%）= 35.0%

ILOM 20% × 93% = 18.6% （1 - 20%）×（40% + 10%）= 40.0%

IHOL 40% × 93% = 37.2% （1 - 40%）×（30% + 10%）= 24.0%

IMOL 30% × 93% = 27.9% （1 - 30%）×（30% + 10%）= 28.0%

ILOL 20% × 93% = 18.6% （1 - 20%）×（30% + 10%）= 32.0%
（出典）筆者作成
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24TWhとする。

6.3. シナリオの検証結果
各シナリオでそれぞれ「グリーン in デジタル」と「グ
リーン of デジタル」での削減量を計算し、削減後消費
電力と 2013 年との比率を表 5に示す。
上記表 5の通り、シナリオ IHOHのみ、政府の設け
た排出削減目標（2013 年比で -46%）をわずかに上回る
結果となっている。日本のデータセンターにおける脱炭
素化の可能性はあるものの、省エネデータセンターへの
移行率が最も高く、従来データセンターでの省エネ化が
最も進んでいるケースのみであるため、移行率を上げ、
第二段階、第三段階の推進により、実現可能性を上げて
いく必要がある。

7. 結論

7.1. まとめ
本研究での分析により、情報通信産業におけるカーボ
ンニュートラルの早期実現に向けて、現在の施策では十
分に達成できないことから、施策の見直しが必要であ
る。情報通信産業では、デジタル化の進展に伴い、エネ
ルギー需要が飛躍的に増加し、データセンターの電力消
費も大幅に増えている。一方で、2050 年カーボンニュー
トラルの達成には、情報通信産業のカーボンニュートラ
ルが他の産業のカーボンニュートラルに大きく影響す
るため、情報通信産業のカーボンニュートラルの実現目

標年度を 2040 年に設定している。日本政府の情報通信
産業における成長戦略として、「グリーン by デジタル」
と「グリーン of デジタル」の 2つのアプローチが掲げ
られているが、既にある程度DXを推進している企業
にとって、政府による「グリーン of デジタル」のみを
待つのでは加速しないと考えられる。そこで、第 3のア
プローチとして「グリーン in デジタル」を考案し、第
一段階として、エネルギー効率の高い省エネデータセン
ターの活用による CO2 排出量削減案を挙げる。省エネ
データセンターの活用により、最大 93%の CO2 排出量
削減が可能だが、それだけでは情報通信産業のカーボン
ニュートラルの早期実現は難しく、他の施策と合わせて
実施する必要がある。複数のシナリオを検証した結果、
「省エネデータセンターへの移行率が最も高く、従来
データセンターでの省エネ化が最も進んでいる」シナリ
オのみ排出削減目標をわずかに上回る結果となった。し
かし、省エネデータセンターの活用には課題もあるた
め、正しい理解の啓蒙と人材育成の推進、IT支援事業
の拡大が必要である一方で、民間企業主導で「グリーン 
in デジタル」第一段階での移行率を上げ、第二段階、
第三段階の推進により、情報通信産業のカーボンニュー
トラルの早期実現の可能性を上げていく。

7.2. 今後の展望
現在、欧米諸国ではサステイナビリティに関して、公
的支援に頼らない先進事例が多い中、日本では多くの民
間企業がまだ政策の出方を静観し、自らサステイナビリ

表 5　シナリオごとの削減量

シナリオ名
削減前消費 グリーン in デジタル グリーン of デジタル 削減後消費電 2013 年比

※ 12.3TWh電力（TWh） 削減率 削減量（TWh） 削減率 削減量（TWh） 力（TWh）

IHOH

24

37.2% 8.93 36.0% 8.64 6.43 -47.7%

IMOH 27.9% 6.70 42.0% 10.08 7.22 -41.3%

ILOH 18.6% 4.46 48.0% 11.52 8.02 -34.8%

IHOM 37.2% 8.93 30.0% 7.20 7.87 -36.0%

IMOM 27.9% 6.70 35.0% 8.40 8.90 -27.6%

ILOM 18.6% 4.46 40.0% 9.60 9.94 -19.2%

IHOL 37.2% 8.93 24.0% 5.76 9.31 -24.3%

IMOL 27.9% 6.70 28.0% 6.72 10.58 -14.0%

ILOL 18.6% 4.46 32.0% 7.68 11.86 -3.6%
（出典）筆者作成
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ティを推進していかない状況である。情報通信産業にお
けるカーボンニュートラルが早期に実現できれば、情報
通信サービスを利用する他の産業分野も必然として社
会全体のサステイナビリティに寄与することになる。
カーボンニュートラルの実現までの道のりが長いが、本
研究では引き続きシナリオの精緻化を行い、情報通信産
業におけるカーボンニュートラルの早期実現ロード
マップを追求していく。
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